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経済回復をはばむ「交通退潮」問題と、
交通視点からの新たな消費刺激策の可能性
～  幅広い社会課題解決ツールとしての交通 ～

株式会社 野村総合研究所
社会システムコンサルティング部
シニアコンサルタント　片桐  悠貴

1	 はじめに：経済対策・消費刺激策に必要な交通	

の視点

　近年、消費税増税、新型コロナウイルス感染症（以

下「感染症」という）の流行による移動の抑制、ロ

シアのウクライナ侵攻に端を発する資源高・物価高

など、消費に影響を与える大きなトピックスが頻発

している。これを受けて事業や生活に行き詰まる

人々も多数想定されることから、機動的な経済対策・

消費刺激策を求める声はなお強まっているようにみ

える。

　本稿で整理したように、特に消費刺激策は国と地

方公共団体の双方で実施されてきており、予算額と

しても地方公共団体レベルでは数億・数十億円、国

レベルでは数兆円規模と、補正予算を含めて積極的

な財政出動がなされている。そして、それらには単

に景気に刺激を与えるというだけでなく、特定産業

の育成・保護や一種の所得の再分配などさまざまな

政策目的も内包されているのが現状である。

　本稿では感染症流行以後の経済状況と消費刺激策

への社会的な要請を踏まえ、近年の消費活動の動向

を「交通」の視点から分析し、経済・消費の回復を

阻害する「交通退潮」問題の現状を明らかにするこ

とを通じて、経済対策・消費刺激策の新たな選択肢

としての「全国交通支援」について提言する。

　加えて、経済・消費に限らず昨今のさまざまな社

会課題に対して、その解決に役立つツールとして交

通分野の施策を活用しうることも、併せて提起したい。

2	 消費回復の現状と課題：いまだに感染症流行以	

前の水準に回復せず

1）	 新型コロナウイルス感染症流行からの消費回復

は道半ば

　政府機関のプレスリリース等によると、感染症流

行による社会不安や外出制限、事業者の営業自粛等

によって落ち込んだ消費は、回復傾向にあるといわ

れている。

　確かに、わが国における世帯全体の消費支出総額

（GDP 統計の主たる構成要素の一つ）を表す指数で

あり、マクロ的な消費の動向を推測したものである

総務省「総消費動向指数（CTI マクロ）」において、

2020 年（通年）を 100 とした際の 2022 年 1 ～

5 月の各月の指数は名目値・実質値ともに 101 ～

103 前後となっている※ 1 ことは、ここ数年落ち込

んでいた消費が上向きであることを示している。し

かし、2020 年（通年）を 100 としたときの 2017

～ 2019 年（通年）の指数を振り返ると、いずれも

105 ～ 106 前後の水準であったことから、いまだ

に感染症流行以前の水準の回復には道半ばといえる。

　近年は外出や移動が制約されるなかでも旺盛な消

費が可能な、E コマースやオンラインによるイベン

ト参加等のいわゆる「巣ごもり消費」が注目を集め

※ 1　総務省統計局「2020 年基準　消費
動向指数（CTI）2022 年 5 月分」2022
年 7 月 8 日
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ているが、消費ジャンルのなかには、家の外に移動

しないとできない消費（旅行、外食、レジャー等）

が存在し、それらは全体の約 2 割を占めているとい

われる※ 2。また、外出・移動には、衣料品や化粧品

のような消耗品の購入を伴うことや、外出・移動時

には実店舗における追加的な購買行動が誘発される

ことも想定される。

　例えば外食分野では、（一社）日本フードサービ

ス協会の「外食産業市場動向調査」※ 3 において加

盟店の利用客数や売上高の前年同月比が公表され

ている。同調査によると、2020 年 3 月から直近

の 2022 年 4 月に至るまで、対 2019 年換算で同

水準に回復した月は一つもなく、さらに 90% に

達した月ですら Go To トラベル等の支援期間中の

2020 年 10 月のただ 1 度のみであった※ 4。そして、

2022 年に入ってからも、対 2019 年比でおおむね

80 ～ 85% 前後にとどまっている。

　またレジャー・娯楽分野では、ぴあ総研が 2022

年 6 月に発表した国内オンラインライブ市場に関す

る調査※ 5 において、2021 年のチケット制の有料オ

ンラインライブの国内市場規模は 512 億円（前年

比 14.4% 増）と推計されており増加傾向にある。

その一方で、同月に発表された 2021 年のライブ・

エンターテインメント市場規模※ 6 は、2019 年比

51.2% 減の 3,072 億円となっており、依然として

感染症流行前の水準に比べると数千億円規模で市場

が縮小している。このことは、オンラインによる消

費スタイルは拡大しているものの、現時点では、音

楽ライブのように消費をオンラインで完全代替する

ことが難しいサービスが存在することを明確に示し

ている※ 7。

2）	 非正規雇用者・女性・若者が多く従事する飲食・

	 娯楽・宿泊産業は特に回復に遅れ

　こういった、外出・移動との関連性が深く、依然

として回復が遅れている産業には、明確な特徴があ

る。それは、非正規雇用者・女性・若者が多く従事

していることである。総務省「令和 3 年　労働力調

査年報」を基に、雇用者の性別と正規／非正規の比

率を産業別に整理したものが図表 1 である。

　感染症流行で消費が大きく落ち込んだ「宿泊業、

飲食サービス業」「生活関連サービス業、娯楽業」「卸

売業、小売業」といった産業は、いずれも雇用者に

占める非正規雇用者の割合が 50% 以上となってお

り、なかでも女性の比率が 4 割弱～ 6 割弱と他産業

と比べても非常に高い水準となっている。また、各

※ 2　総務省「令和 3 年版情報通信白書」
では、Google の移動データと消費デー
タの関連性を分析し、わが国では外出と
消費動向の関係が深いことが示されてい
る
※ 3　一般社団法人日本フードサービス
協会「外食産業市場動向調査」http://
www.jfnet.or.jp/data/data_c.html
※ 4　一般社団法人日本フードサービス
協会「外食産業市場動向調査」を基に
NRI が計算した値
※ 5　ぴあ「2021 年のオンラインライブ
市場は前年比 14.4% 増の 512 億円に成
長／ぴあ総研が調査結果を公表」2022
年 6 月 15 日
※ 6　ぴあ「2021 年ライブ・エンタテイ
ンメント市場規模の回復は道半ば～2023
年にコロナ禍前の水準に復活という見込
みは変わらず～／ぴあ総研が確定値を公
表」2022 年 6 月 15 日
※ 7　消費者庁「令和 3 年版消費者白書」
では、主要ジャンル別に消費支出の増減
率の月次推移が示されており、外出・移
動が特に制限された 2020 年 4 ～ 5 月に
は、旅行や習い事の月謝等を含む「教養・
娯楽」の下落率が高くなっている

http://www.jfnet.or.jp/data/data_c.html
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産業における年齢階層別の傾向をみても、雇用者に

占める 10 ～ 20 代の割合が唯一 3 割を超えている

のが「宿泊業、飲食サービス業」である。このように、

感染症流行下において外出・移動を制限されたいわ

ゆる「自粛経済」において大きな打撃を受け、勤め

先の喪失または雇い止め、あるいはシフトの減少や、

来客数減少による歩合給減少に伴う収入減といった

困難に直面しているのは非正規雇用者・女性・若者

といった、感染症の流行前から経済的に恵まれてい

ないといわれてきた人々なのである。

　このような、感染症流行前の水準に依然として回

復しない消費の傾向や、上記産業に従事し生活に困

窮する国民の不安を受け、国・地方公共団体に対し

て経済対策・消費刺激策を求める声は根強い。国レ

ベルでは、2020 年に実施した Go To キャンペーン

を、感染対策にも配慮しつつ、いつ、どのような形

で再開させるかが目下の検討課題となっている（本

稿執筆の 2022 年 7 月時点）ほか、地方公共団体

レベルでも、数十億円規模の補正予算を組んで都道

府県独自の Go To キャンペーンに類する取り組み

を行っている事例（北海道、秋田県等）など、地方

公共団体によってさまざまな取り組みが行われてい

る。

3	 これまでの政府による消費刺激策の動向：感染

	 症流行後に手法が多様化傾向

1）	 感染症流行以前の消費刺激策：現金・金券給付	

	 や特定の物品購入・決済手段利用への支援

　短期的な消費刺激策の代表的なものとしては、現

金やそれに準じた金券の給付がある。これらは使用

地域や店舗を限定されるケースもあるものの、基

本的にあらゆる品目・サービスに対して使用可能で

あり、給付対象者にとっては消費の利便性が高いと

  図表 1	 主要産業分類別　雇用者の性別・雇用形態

  注）数値（％）は四捨五入しているため、合計の数値（％）は必ずしも 100（％）にならない
  出所）	総務省「令和 3 年　労働力調査年報」より NRI 作成
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いったメリットがある。半面、現金給付の場合は直

接的に、金券の場合は間接的に貯蓄に回り、消費額

が純増しない可能性があるのがデメリットである。

　そのほかには、エコ家電やエコカーといった特定

の品目の購入時や、特定の決済手段の利用時にポイ

ント還元や補助を行うことで消費を刺激しつつ、社

会的に望ましいと考えられる特定品目の販売を促進

したり、効率的な決済手段の活用を促したりする施

策も実施されてきた。特に、消費税の 10% への引

き上げ後の消費対策として、2019 年からはキャッ

シュレス・ポイント還元事業として、クレジットカー

ドや QR コード等のキャッシュレス決済の利用者に

対して還元を行う取り組みが、総額 8,000 億円弱

をかけて実施されていた。

2）	 新型コロナウイルス感染症流行後の消費刺激策：

	 傷んだ産業のサービス購入への支援

　感染症流行後、現金や金券の給付として、国民 1

人あたり 10 万円、総額約 13 兆円を給付したのは

記憶に新しい。さらに特筆すべきは、2020 年度に

実施され、名称や適用範囲を変えつつも 2022 年度

中の再開も検討されている、いわゆる一連の「Go 

To キャンペーン」の取り組みである。これらは、

消費への刺激に加え、特に感染症流行によって経営

危機にひんする宿泊事業者や小売事業者、エンター

テインメント事業者等を支援するという意味合いが

強い。これらの産業は、まさに 2 章で述べた「消費

全体の約 2 割を占める、家の外でないとできない消

費（旅行、外食、レジャー等）」に該当する。

　一方で、消費刺激策の柱であり予算総額が累計 3

兆円弱に達した Go To トラベルでは、補助対象は移

動した先での宿泊、買い物、レジャー等のアクティ

ビティーに限定されており、比較的お金と時間に余

裕のある層が当該補助制度を何度も利用する一方

で、日常生活での利用が困難なために当該制度をほ

とんど利用する余裕もない層がなかには存在した。

また、煩雑な予約の仕組みや、旅行事業者からの大

規模な不正請求が発生したことも課題となった。

　これらを踏まえ、次の 4 章では日常生活における

外出・移動を促進する交通機関の現状を分析した上

で、5 章ではこれまでにない※ 8「交通視点からの消

費刺激策」について、国内外の事例を踏まえて提案

する。

  図表 2	 過去の消費刺激策

  出所）	各省 HPより NRI 作成

※ 8　2022 年度に実施される「県民割」
では、交通費も含むパック旅行も新たに
補助の対象とする、との報道もされてい
る
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4	 「交通退潮」の現状分析：200 万人相当分の「無

	 料外出券」が消失

1）	 供給サイドの「交通退潮」：サービスレベル調整・

	 運賃値上げ

　交通機関のなかでも、主に都市部を中心に通勤に

使用されている鉄道は、感染症拡大を受けた外出自

粛・リモートワークへの切り替え等の影響が大きい。

特に通勤路線を中心として、輸送量を大きく減らし

た路線が多数存在した。それによる経営への影響も

大きく 2021 年 3 月期決算（2020 年度）では、鉄

道大手 19 社（上場 JR グループ 4 社、大手民鉄 15

社）の全てが営業収支ベースで赤字決算となった。

翌 2021 年度には、交通以外の事業も含めたさまざ

ま経営努力により黒字復帰を果たした事業者も出て

きているが、それをもって、交通業界の危機が過ぎ

去って感染症流行前の状態に復帰したわけでは決し

てない。民間事業者の経営努力の一環として、縮小

した需要に対応して、運行本数の削減（昼間の間引

き運転、編成数削減、終電繰り上げ等）や、路線自

体の縮小検討、運賃値上げなどが実施されてきてお

り、こうした交通サービスの縮小均衡・最適化を図

る傾向は、「潮が退（ひ）いていくように静かに」

しかし「確実に」進行していく・・・すなわち「交

通退潮」が現出していくものと筆者は考える。

　例えば、東日本旅客鉄道（JR 東日本）では 2022

年 3 月ダイヤ改正で、朝の通勤時間帯には運行本数

の約 1 割※ 9、全体の運行本数では約 2％を削減する

など、会社発足以来最大の規模での削減を実施して

いる。また、業績悪化を受けて、東急電鉄では平均

12.9%、近畿日本鉄道（近鉄）では平均 17.2% の

普通運賃の値上げを 2023 年に行うことを発表して

いる。特に近鉄にとって、消費増税時を除くと運賃

値上げは実に 28 年ぶりとなる。

　「交通退潮」は、サービスレベルの再設定や運賃

値上げにとどまらず、路線ネットワーク自体の廃止

も含めて進行する可能性がある。例えば、西日本旅

客鉄道（JR 西日本）や九州旅客鉄道（JR 九州）な

どでは近年、これまで対外公表してこなかった路線

別の交通量や収支を相次いで公表し、一部の路線に

ついて沿線の地方公共団体に、路線の存続可否や財

政支援の可否を協議する場を設けるよう要請している。

　これらを通じ、サービスレベルの低下や運賃値上

げが起こることで、従前の利用者の外出・移動、ひ

いては消費動向にも影響を与えうると考えられる。

※ 9　東日本旅客鉄道「2022 年 3 月期
決算説明会資料」の数値より。首都圏 16
線区・各線区で最も運行本数が多い１時
間の合計値

  図表 3	 新型コロナウイルス感染症流行後の消費刺激策

  出所）	各省 HPより NRI 作成
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特に都市部では、道路の渋滞や自家用車の維持コス

トの問題から、公共交通から自家用車への転換が容

易でないために影響が大きくなると想定される。

2）	 需要サイドの「交通退潮」：200 万人相当分の

	 定期券消失

　前項の「交通退潮」問題は交通事業者、つまり供

給サイドのみで生じているのではない。むしろ、需

要サイドであるユーザー側でこそ、注目すべき変動

が生じている。そもそも、交通事業者のビジネスは

BtoC（一般消費者向け）のようにみえて、多分に

BtoB（事業者向け）の性質を有している。

　例えば関東の主要民鉄 9 社の運輸収入に占める定

期券の比率はおおむね 4 ～ 5 割に達しており、こ

れに業務で乗車する都度乗車券を購入しているユー

ザーが加わると、関東の主要民鉄 9 社の運輸収入の

およそ半分※ 10 は、いうなれば「自分のお金で乗っ

ていない人」によって賄われており、企業等が負担

する通勤費、交通費支出がそれを支えている構造に

ある。

　その民間企業においては、テレワークの普及を受

けて通勤定期代を支給せずにその都度の精算に切り

替える社内制度改正を検討したり、もしくは既に

改正を実施したりといった動きがみられるように

なっている。例えば東京地下鉄（東京メトロ）では、

2020 年度から 2021 年度にかけて運輸収入は約

9% 増加したにもかかわらず、定期券収入だけをみ

ると約 2% の減少となっており、交通事業者によっ

ては全体的な運輸収入の回復傾向のなかで定期券収

入は逆の動きを示している。

　この「定期券消失」の首都圏における規模感を把

握するため、これら首都圏の主要民鉄 9 社と JR 東

日本（うち在来線・関東圏）の合計運輸収入（定期

収入 + 定期外収入）について、整理を行ったのが図

表 4 である。これをみれば分かるように、運輸収入

の合算値は 2020 年度に大きく減少した後、2021

年度は前年度比 111% 程度（1 兆 5,000 億円→ 1

兆 6,000 億円）増加に転じたが、定期券収入合計

  図表 4	 首都圏の主要民鉄 9 社と JR 東日本（在来線・関東圏）の合計運輸収入の推移

  出所）	各社決算資料より NRI 作成

※ 10　この数値には通学定期券も含まれ
てはいるが、通学定期券は割引率が高い
こともあって首都圏の主要民鉄 9 社の定
期券収入に占める割合は数～ 10% 程度
にとどまるため、ここでは「およそ半分」
として差し支えない
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は 7,000 億円程度で横ばいとなっている。加えて実

額としても、2019 年度の定期券収入と 2021 年度

の定期券収入の差額は約 2,600 億円に達している。

これは JR 東日本中央線の東京－三鷹間※ 11 の通勤定

期券（年間 11 万 3,820 円）に換算すると年間で約

228 万枚分に相当し、名古屋市の人口（約 233 万人）

にも匹敵する規模である。

　2020 年度から 2021 年度にかけて、全体の運輸

収入が回復傾向のなかでも定期券収入が横ばいだっ

たことを踏まえると、この傾向は今後も継続する可

能性が高い。例えば、国土交通省「令和 3 年度テ

レワーク人口実態調査」で、感染症の流行収束後の

テレワーク継続意向は雇用型テレワーカーの実に

84％に達していることも、この傾向が一過性のもの

にとどまらないことの証左と考えられる。

　定期券というものは、単に平日の通勤・通学で使

用するだけでなく、週末に都心へ買い物に出掛けた

り、休暇中に友人と飲食を楽しんだりといった多様

な利用が実態的にはなされてきた面がある。定期券

の持ち主にとって定期区間内の行き先は「実質無料」

で移動可能という感覚があり、外出企図や外出先選

択に多大に影響してきたものと考えられる。これら

を踏まえると、首都圏で年間約 228 万枚の定期券

（JR 東日本・中央線の東京－三鷹間換算）が「消失」

したことは、いうなれば首都圏では 200 万人超が、

これまでは各自に配られていた週末にも使用可能な

「無料外出券」を失った状態が、永続することになる。

このことが、個々人の外出企図や外出先選択に徐々

にだが確実に与える影響が、需要サイドからの「交

通退潮」である。

　これらの「交通退潮」は消費を感染症流行前の水

準に回復させるにあたって静かに、しかし着実に影

響を与えうるものである。前の 3 章では国によるこ

れまでの消費刺激策をまとめたが、次の 5 章では「交

通退潮」を背景とした消費の伸び悩みに効力を与え

うる「交通視点からの消費刺激策」について、国内

外の事例を踏まえて提案を行う。

5	 交通視点からの新たな消費刺激策の提案：目指

	 すべき社会像に向けて移動自体を支援　

　本章では、国内外の先行事例や課題を踏まえ、国

または地方公共団体が主体となって、幅広い消費者

に対して“公共交通の利用”にかかる費用を支援す

ることで外出や移動を促進し、消費を刺激する、い

わば「全国交通支援」ともいうべき施策を提案する。

1）	 交通視点からの消費刺激策の傾向は国内外で大

	 きく相違

【国内事例】

　わが国における交通視点からの消費刺激策では主

に、旅行や買い物といった休日のレジャー目的での

※ 11　インターネット調査会社のマクロ
ミルが実施した、東京都内、大阪府内へ
電車で通勤・通学する人を対象にした調
査（2016 年）で、片道の通勤時間のうち
電車に乗っている時間として、最も回答が
多かった（2 割弱）のは「30 ～ 35 分」で
あり、この時間に最も近い主要駅間とし
て、東京―三鷹間（中央線・快速にて所
要時間おおむね 30 ～ 35 分程度）を抽
出。東京―三鷹間の 6 カ月定期券は 5 万
6,910 円であり、これを倍にした。なお、
類似の所要時間の他区間では、JR 東日本：
京浜東北線東京―川口間（4万4,260円）、
東急東横線：渋谷―横浜間（5 万 4,600
円）、JR 東日本：東京―横浜間（6 万 7,980
円）となっており、同程度の所要時間で
も距離が延びるほど定期券の運賃も増加
する。本稿では、これら主要駅間の金額
のうち中間的な数値であった中央線（東
京―三鷹間）を使用して計算している
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交通機関の利用を想定したものが多く見受けられ

る。

　なかでも成功事例として効果が認められ、長期的

に継続している取り組みが、千葉県によるいわゆる

「東京湾アクアライン 800 円」である。アクアライ

ン通行料は 2008 年までは普通車では現金 3,140

円、ETC1,960 円だったところ、国と県が年間５億

円ずつ拠出することで、800 円に値下げしている※ 12。

当該施策の効果として、交通量（2020 年度）は値

下げ前（2008 年度）の 2.1 倍に増え、県内の観光

振興や、首都圏全体への大きな経済波及効果があっ

たことが発表されている。また千葉県による 2017

年時点の試算※ 13 では、観光消費による経済波及効

果は約 968 億円、企業の設備投資による経済波及

効果は約 69 億円、また企業の増加した生産額によ

る経済波及効果は約 118 億円となり、首都圏全体

の経済波及効果は約 1,155 億円と推計され、首都

圏の経済の活性化に大きく寄与しているとしてい

る。当該施策は、当初は実験的な取り組みだったに

もかかわらず、2022 年 3 月には 2025 年 3 月末ま

での継続実施が決定するなど、取り組みが定着して

いるのは上記の効果が評価されている証左といえる。

　一方で、国が主体となる全国規模の取り組みはわ

  図表 5	 交通費支援に係る施策事例と対象範囲・方法・期間

  出所）	各種報道等より NRI 作成

※ 12　千葉日報「アクアライン 800 円、
3 年間継続　熊谷知事『経済効果高め
る』」2022 年 3 月 31 日
※ 13　千葉県「アクアライン割引によ
る経済波及効果について」2017 年 1 月　
https://www.pref.chiba.lg.jp/doukei/
topics/2016/aqualine-kouka.html

https://www.pref.chiba.lg.jp/doukei/topics/2016/aqualine-kouka.html
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が国では事例が少ないが、2009 ～ 2011 年度に政

権交代をまたいで実施された、いわゆる「高速道

路休日 1,000 円」では、「高速道路のあり方検討有

識者委員会」が 2011 年にまとめた資料によると、

この施策による観光消費の拡大効果は年間およそ

3,600 億円、間接効果を含めた経済効果は同 8,000

億円と試算されている。加えて「休日 1,000 円」

実施後 5 カ月間（2009 年 4 ～ 8 月）における日帰

り旅行の回数は、前年同期と比べて約 1.3 倍、宿泊

旅行は約 1.2 倍に増えた。半面、休日ごとに高速道

路の大規模な渋滞が発生する等の弊害も起こった※ 14。

　加えて、Go To キャンペーンの再開という位置づ

けで、感染症の流行状況を踏まえて 2022 年度中に

実施される見通し（2022 年 7 月時点）の「全国旅

行支援」では、2020 年の実施時とは異なり、交通

費を含むパック旅行も対象として想定されているこ

とから、交通費も含めた支援という意味合いが新た

に付与される見通しである。

【海外事例】

　海外事例として特徴的なのが 2021 ～ 2022 年に

かけて欧州各国で導入されている、日常利用を含む

交通費を大幅に軽減する施策である。各国に先駆け

てオーストリアでは 2021 年 10 月より、CO2 の排

出を抑制するためのツールとして、「気候チケット

（Climate Ticket）」が発売された。1 年間 1,095 ユー

ロで、オーストリア全土の公共・民間の鉄道、都市

交通、公共交通機関を利用することが可能である。

　また、各国のなかでも最も大々的な財政支出が行

われたのが 2022 年 6 ～ 8 月にかけてドイツが導入

している「9 ユーロチケット」である。「9 ユーロチ

ケット」とは、近々のエネルギーコストの上昇への

対抗、ドイツ国民の自動車から公共交通機関への利

用転換の促進、さらには冷え込んだ消費を刺激する

ため、国が導入した月あたり定額制チケットである。

チケット購入者は 9 ユーロ（約 1,200 円）でドイ

ツ国内のバス、トラム、地下鉄、通勤電車、ローカ

ル線、地域鉄道（運行受託事業者は問わない）の 2

等車を利用することができる一方、ICE、インター

シティー、ユーロシティーといった長距離列車や、

ドイツ鉄道の線路を使用して都市間旅客輸送を行っ

ている FlixTrain、長距離バスは利用できない。チ

ケット収入の差額は、国が地方公共団体等に対して

約 25 億ユーロの財政支援を行うことで鉄道やバス

事業者へと還元される仕組みとなっている。ドイツ

交通会社協会（VDV）によると利用者は月に約 3,000

万人と予想されており、既に 6 月 1 日の開始以来、

特に休日は鉄道駅によっては利用者であふれかえっ

ている状況である。

　わが国では Go To キャンペーンに代表されるよ

うに、「移動の行き先」に対する支援が比較的多

く、観光業を中心に弱った産業や地域への再分配的

な意味合いが強いように見受けられる。他方、「移

動それ自体」に対する支援は、「東京湾アクアライ

ン 800 円」や「高速道路休日 1,000 円」のように、

限定的に実現しているのみである。

　一方で欧州では、「移動それ自体」に対する支援

が全国大の規模で実施されており、特定産業への分

配よりも、燃料費の高騰対策や CO2 排出量の多い

自動車交通からの公共交通への旅客のモーダルシフ

ト※ 15 といった政策目的へと消費者を誘導する意味

※ 14　国土交通省「第 13 回高速道路の
あり方検討有識者委員会」資料 https://
www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/
hw_arikata/doc13_2.html
※ 15　自動車で行われている旅客・貨物
輸送を環境負荷の小さい鉄道や船舶の利
用へと転換すること

https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/hw_arikata/doc13_2.html
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合いも兼ね備わっている点が大きな特徴である。つ

まり、短期的な消費刺激策でありながらも、経済・

社会的弱者支援を通じた「社会的包摂（インクルー

ジョン）」や、モーダルシフトとカーボンニュート

ラル達成を通じた「持続可能な経済社会」の実現と

いった長期的に目指すべき社会像や変えていくべき

価値観を強く意識し、その実現に資するものとなっ

ているのである。

2）「全国交通支援」の提言

【「全国交通支援」のあり方】

　本稿の 4 章で論じた、特に都市部を中心とする消

費回復の足かせとなっている「交通退潮」に向き合

うならば、3 章で整理した現金や金券の給付や、特

定品目の購入への補助、特定決済手段の利用への補

助、特定サービス・店舗での購入への補助といった

近年実施されている一連の消費刺激策の一つとして

「全国交通支援」を位置づけ、「移動それ自体」を支

援する取り組みを組み入れていくことも必要となる

のではないか。

　本稿で提言する「全国交通支援」は、単に多額の

財政投入によって国が全国一律で交通運賃を割引／

無料化するものではなく、地域ごとの要請に応じた

柔軟な支援メニューを地方公共団体が選択可能とす

ることで、地域における消費の実情に合った交通支

援を可能とするものである。例えば、東京など都心

部との交流人口拡大による観光・ビジネス客の誘致

を目指す地方部であれば、新幹線を含む都市間交通

の運賃補助に力点を置くことが想定されるし、中心

市街地の活性化を目指す都市部であれば、日常的に

利用する都市内交通の運賃補助に注力することもあ

りうる。

　加えて、2020 年度に経済産業省が実施した「Go 

To 商店街」キャンペーンでは電子決済手段の導入

やデータ連携・活用促進といった小売業の事業革新・

生産性向上に向けた施策も支援対象としていたよう

に、一般消費者だけでなく事業者における MaaS※ 16

など外出・移動の促進につながる革新的サービスの

導入・運営を支援対象に含めることも想定される。

　そして、これらの実施を通じて得られた交通デー

タや消費データを分析することにより、施策の終了

後も、交通をより利用者のニーズに合い、目指すべ

き社会像の実現に貢献するものへと持続的に進化さ

せていくことが、「全国交通支援」の最終的な目標

である。欧州の事例から得た示唆のように、短期的

な消費刺激策でありながらも、長期的に社会経済の

あり方を変え、理想とする社会像に近づくための一

歩を踏み出すための背中を押すことこそ、本稿で提

言する「全国交通支援」の意義にほかならない。

【「全国交通支援」導入時の留意点】

　上述の「全国交通支援」の導入にあたってはいく

つかの重要な留意点が存在する。

　1 点目が、交通機関の供給キャパシティー問題で

ある。過去にはわが国で「高速道路休日 1,000 円」

を設定した際には、週末ごとに渋滞の発生が問題化

し、厳しいリードタイムのなかで生活必需品を輸

送している物流事業者からは批判が出ることがあっ

た。道路分野だけでなく鉄道分野でも、2022 年 6

月から「9 ユーロチケット」を導入したドイツでは

既に混雑の悪化が指摘されており、加えて夏期休暇

中（6 ～ 8 月）の実施を焦るあまりに、当該政策が

※ 16　地域住民や旅行者一人一人のト
リップ単位での移動ニーズに対応して、複
数の公共交通やそれ以外の移動サービス
を最適に組み合わせて検索・予約・決済
等を一括で行うサービスのこと（Mobility 
as a Service）
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5 月に連邦議会を通過してから施策開始までに、事

業者が人員や運行車両を増加させ、十分なキャパシ

ティーを手当てするための準備期間をほとんど取れ

なかったことも課題として指摘されている。

　2 点目が、支援対象から外れた競合する交通機

関との不公平感の問題である。「9 ユーロチケッ

ト」では、ドイツ国内でドイツ鉄道と競合して格安

の都市間輸送サービスを提供している FlixTrain や

FlixBus が対象から外れていることによる不公平感

が指摘されているほか、わが国では「高速道路休日

1,000 円」を設定した際に、特に自動車による本四

架橋の通過が増加したことで、四国旅客鉄道（JR

四国）の経営への悪影響も想定された。このように、

支援対象外の交通機関の経営に急激に大打撃を与え

る可能性がある。また、公共交通のみを支援対象と

した際に、特に都心部に比べて公共交通ネットワー

クが十分でない郊外～地方部の居住者の場合、自動

車以外の交通手段を選択しづらいために施策自体の

メリットを享受しきれないという問題もあり、本質

的には公共交通ネットワークの拡充にこそ予算を投

入すべきではないかという指摘はドイツでも見受け

られる。

　3 点目が、交通事業者における経営・サービス水

準の持続可能性の問題である。ドイツの「9 ユーロ

チケット」は 6 ～ 8 月の 3 カ月限定で実施される

施策であり、短期的な消費刺激や燃料費の高騰対策

という意味合いが強い一方で、これまでなじみがな

かった利用者にも公共交通を利用する機会を新たに

与えるという意義も強調されている。こうした新た

な利用者を、当該事業の終了後に公共交通につなぎ

留めるとともに、一過性の財政支援の終了後も官民

が協力してサービスを維持していける体制づくりと

いった長期的なロードマップ策定も重要な課題とな

る。

　国内外で挙がっているこうした課題に配慮して施

策を導入することで、効果を最大化することができ

ると考えられる。

6	 おわりに：幅広い社会課題の解決ツールとして	

	 の交通

　本稿で提言した「全国交通支援」は、経済・消費

刺激のみならず、幅広い社会課題の解決ツールとし

ても活用可能なポテンシャルを有しているものと考

える。

【社会課題の例：持続可能な環境・地域の創出】

　例えば、持続可能な環境・地域を創出するという

目的では、再生可能エネルギーを含む新エネルギー

への転換やカーボンニュートラル達成に向けて、燃

料電池などの新技術を使用した車両の導入・運行を

促進するために、研究開発や設備投資への補助だけ

でなく、ユーザーがそれら車両に乗車する際には「全

国交通支援」の補助率をかさ上げして運賃の負担を

引き下げることで利用を促進するという手法も考え

うる。

　同様に、新技術の地方への実装の強化を打ち出し

た「デジタル田園都市国家構想基本方針」に記載さ

れている MaaS を普及促進するために、MaaS を利

用した初回乗車は無料にするといったキャンペーン

や運賃割引等を実施し、その地方公共団体による支

援策の原資を「全国交通支援」によって国が補助す

ることも考えうる。

【社会課題の例：青少年や高齢者の社会参画促進】

　また、青少年や高齢者の孤立を防ぎ社会参画を促

進するという目的では、2023 年 4 月から発足予定

の「こども家庭庁」とも連携して、「全国交通支援」
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の一環として青少年の通学利用時やその家族との交

通利用時に運賃を大幅に割り引いていくことも考え

られる。これまでわが国では、高齢者の未病対策・

健康維持のための外出促進や自動車免許の返納促進

といった観点から無料や格安で公共交通を利用でき

る「敬老パス」などの施策が実施されてきたが、若

年層を対象とした施策は、いくつかの鉄道事業者に

よる独自の取り組みとして主に感染症流行後に開始

されたばかりである※ 17。既にスコットランドなど

欧米のいくつかの都市・地域では、一定年齢以下の

全国民が無料でバスも含めた公共交通全般に乗車可

能となる施策が実現しており、わが国でも「全国交

通支援」によってこうした取り組みを全国に拡大し

ていくことが考えられる。

　このように、交通を幅広い社会課題の解決ツール

としても活用していく際に重要となるのが、交通以

外の異なる政策分野の成果指標（KPI）設定であろう。

　交通分野の施策が交通領域のみで完結していた時

代には、輸送密度※ 18 や運賃収入を主に把握するだ

けでそれらを基に当該交通機関の必要性や今後の持

続可能性を検討することができたが、本稿で論じた

ような幅広い政策分野との相互連携のなかで交通を

再定義するならば、異なる政策分野における KPI も

また、交通分野の施策における成果を計測する重要

な指標となりうる。

　さらに、国庫補助の支出方針としても、交通が

「サービス」として捉えられる時代となることを鑑

みると、設備投資（ハード整備）にひもづいたもの

だけでなく、「交通サービス」としての利用者への

普及・定着に資する広報周知・登録促進費用も含め

て、対象範囲を拡大していくことが望ましい。その

際に、交通以外の他の政策分野に与える効果が大き

い場合には、その分野の財源（上述の社会課題の例

であれば、エネルギー分野の財源や、教育・福祉分

野の財源等）との連携も必須となる。そして、この

ように施策が複数の政策分野にまたがってくると、

事前・事後評価に資する KPI 設定はより複雑で難し

いものとなっていくため、交通と他の政策分野とが

協力して EBPM ※ 19 の実現に資するデータ収集・分

析ノウハウを蓄積していく体制づくりも今後求めら

れる。

　本稿が、経済や消費にとどまらず、さまざまな社

会課題の解決ツールとして交通の意義を新たに捉え

なおすことの端緒となれば幸いである。

※ 17　小田急電鉄が 2022 年 3 月の運
賃改定から小児 IC 運賃を一律 50 円とし
たほか、東京メトロは小児向けの東京メ
トロ全線が 24 時間乗り放題になるきっ
ぷを、夏休み期間中は 100 円で販売する
ことを発表している
※ 18　旅客営業キロ 1ｋｍあたりの 1 日
平均旅客輸送人員のことを「輸送密度」
と呼び、路線の存廃を検討する際の指標
として一般的に用いられる
※ 19　EBPM（エビデンス・ベースト・ポ
リシー・メーキング。証拠に基づく政策立
案）とは、政策の企画をその場限りのエ
ピソードに頼るのではなく、政策目的を明
確化したうえで合理的根拠（エビデンス）
に基づくものとすること　出所）内閣府　
ht tps://www.cao.go.jp/other s/
kichou/ebpm/ebpm.html　

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
Copyright© 2021 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.  

https://www.cao.go.jp/others/kichou/ebpm/ebpm.html



